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自治体クラウドを活用した市町村の広域連携に関する調査報告書市町村における公文書管理方法に関する調査報告書

　情報処理技術の進展によりクラウドコンピューティングを活用して、住民情
報・国民年金・税務などのシステムを共同利用するといった自治体間の連携が
全国的に増えています。
　本調査では多摩・島しょ地域における自治体クラウド導入の動向や課題など
の現状把握を行うとともに、全国の事例調査、関係団体へのヒアリングを通じ
て自治体クラウド導入に関する課題の解決策などの整理を行いました。

１．自治体クラウドの現状
　平成25年４月時点の全国における自治体ク
ラウドの導入状況は全市区町村の10％程度と
なっています。さらに、「検討中、今後検討
を行う」といった団体のうち、約半数は平成
28年度までに結論を出すとしており、今後さ
らに自治体クラウド導入が進んでいくことが
予想されています。
　また、国としても番号制度対応をきっかけ
にクラウド化が加速すると考えており、集中
的に支援をしていくことを予定しています。

⃝自治体クラウド導入に係る効果　　　　　　　　⃝自治体クラウド導入に係る課題

２．自治体クラウドを活用した市町村の広域連携
⃝自治体クラウドの導入パターンとその特徴

⃝自治体クラウド導入による新たな可能性

　多摩・島しょ地域市町村の公文書管理方法の
実態を調査し、市町村における公文書の適正管
理・運用及び公文書館機能に係る施策を検討す
るうえで必要な取組を明らかにすることを目的
に調査を行いました。

１．行政文書及び歴史公文書の管理・
　　運用に係る調査の視点

　調査は、下図の①～⑩の事項に留意して行い
ました。

２．市町村における公文書管理・
　　公文書館制度の改善のために（概要）

【公文書の位置付け・定義及び公文書管理
の目的について】

•文書管理規程において、公文書は「健全
な民主主義を支える住民共有の知的資源
である」という位置付け・定義を明確に
する。

•公文書管理の目的に、「現在及び将来の
住民に説明する責務を全うする」という
コンセプトを取り入れる。

【現用文書のライフサイクル管理プロセス
について】

•「永年」保存を有期限化（最長30年）し、

適正な文書廃棄または公文書館（同等機
能を有する施設）への移管を行うことが
できるようにする。

•公文書管理及び公文書館制度に関する職
員研修を充実し、職員の理解を深める。

•公文書管理の実施状況に係る報告及び監
査の仕組みを確立する。

•公文書管理の条例化を推進する。
•電子メールを含め、安全確実な電子文書

管理のための方策立案・ルール化を促進
する。

•文書管理システム導入済みの団体におい
ては、改めて問題の所在を調査し、シス
テムの効果的・効率的な運用のために必
要な方策を検討すべきである。未導入の
団体では、導入前に慎重な調査検討が望
まれる。

【歴史公文書の移管・保存・利用のプロセ
スについて】

•歴史公文書が確実に公文書館（同等機能
を有する施設）へ移管できる評価・選別
の仕組みを確立する。

•公文書館をできる限り設置する。それが
できない場合でも、適切な部門・施設等
に公文書館機能を持たせ、歴史公文書の
保存・管理・利用を確実にする。

•公文書管理及び公文書館運営を担当する
専門人材の育成を図る。 図表　複数自治体窓口の広域的利用のイメージ

図表　自治体クラウドの導入状況（全国）
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①地域住民の権利を守る

⑩地域の歴史的事件や文化的
　資産を管理・伝承

②確実に説明責任を果たす
③住民等及び職員が閲覧または利用
　できる

⑥さまざまな媒体に対応

⑦事務事業等の効率向上

⑨機密情報や個人情報の保護

⑧中間書庫の機能と役割

④情報連携

⑤確実に移管

③住民等及び職員が閲覧または利用できる
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（10.0%）
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導入済み

データ移行等、導入作業中

地方自治体との共同化計画・協
定等を締結済み
共同化計画等について、他自治
体と協議中
首長などの幹部級を含めて全庁
で検討中
業務主管部門を含む実務レベル
で検討中
情報システム部門のみの実務レ
ベルで検討中
未検討だが、今後の検討を行う

未検討であり、今後も検討を行
なう予定はない

出典「新たな電子自治体推進のための情報化調査
      （総務省 平成25年度）」を基に作成

n=1,742 市区町村

Ｅ町
自動交付機

Ｄ村
村役場窓口

Ｃ町
コンビニ収納

Ｂ市
自動交付機

Ａ市
市役所窓口

ａ．情報システムに係るコスト削減
ｂ．情報システムの管理・運用業務の軽減
ｃ．業務プロセスによる業務効率化
ｄ．情報セキュリティの確保
ｅ．住民サービスの向上
ｆ．災害への対応強化

ａ．パッケージに合わせた業務標準化の実施
ｂ．データ移行費用の削減
ｃ．情報セキュリティの確保
ｄ．ライセンス利用料の抑制
ｅ．番号制度への対応

•人口規模による導入（同規模の自治体同士）
•特定業務システムに特化した導入（業務標準化の実現性など）
•地域性による導入（過去からの交流実績など）

•通常業務遂行における可能性（窓口業務の共通化など）
•災害時における可能性（BCＰ分野における広域連携など）
•新たなサービス提供の可能性（削減経費の新規事業への充当など）


